
令和６年度　学校評価表

学校評価の流れ（※令和６年度の学校評価が令和７年度および令和８年度の教育活動につながる部分のみ表記しています。）

区学力定着度調査

学校

保護者アンケート
児童・生徒アンケート

　校区教育協働委員会は、品川区校区教育協働委員会設置要綱（改正  令和5年３月２４日 教育長決定 要綱第５号）
に基づき、次に掲げる事項について、学校評価を行っています。
　(1) 学力に関すること。
　(2) 人間性や社会性に関すること。
　(3) 体力・健康に関すること。
　(4) いじめ防止の取組に関すること。
　(5) 特色ある教育活動に関すること。

　学校評価を行う際、評価項目ごとに「成果指標」と「取組指標」を設定し、取組状況と取組によって表れた成果に
ついて把握しています。学校評価により浮き彫りになった学校の課題を委員会で共有し、改善策を考えました。
　学校評価の結果を公表するとともに、今年度の取組の見直しや来年度の教育課程の編成に生かしていきます。
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令和６年度　学校評価　品川区立小山台小学校

評価項目１　学力に関すること

最上段：成果指標 　最上段：成果指標の達成状況の説明 評

２段目以降：取組指標 　２段目以降：取組指標の達成状況の説明 価

区学力定着度調査（４月実施）では、平

均正答率を７０％とする。

全学年、ほとんどの教科で区平均を上回った。しかし、学年によって

は、区平均だけでなく全国平均より下回った教科があった。（令和７

年４月結果）思考力に弱さが目立つ。また、成績上位者と下位者の二

極化が進んでいる。

B
　学力向上担当が学力調査の結果を分析した上で

指導の重点を示し、今後も各学年での授業改善を

図る。

１日に複数教科でペア学習やグループ学習等の対

話的学習を取り入れ、児童が自分で考え表現でき

る場を多く設ける。

ペア学習やグループ学習を積極的に実施することができ、肯定的回答

は平均８７％であった。タブレットを活用して全体に意見を紹介する

ことが日常的にできた。

A
　研究推進委員会とICT推進委員会で対話的な学び

を実現するための指導方法を研究していく。

授業の始めに学習のめあてを立て、まとめにおい

て振り返りを行う時間を設け、児童自身に学びに

向かう意識をもたせる。

肯定的回答は平均９３％であった。タブレットも有効活用しながら、

めあてや振り返りを行い、児童自身が学習のあり方に向き合うように

なってきた。

A
　めあてと終末の振り返りの時間を確保し、児童

自身が学びを自己調整していけるような授業づく

りを行う。

授業時間内や品川未来塾の学習時間などに、基

礎・基本の定着を図る問題に取り組ませる。

放課後等の品川未来塾や夏季の学習教室を開催して継続的に参加児童

の理解の定着を図った。また、基礎・基本の習得のためにタブレット

を活用できた。

B
　放課後チャレンジ等の補習の取り組みを継続的

に行う。タブレットは活用意図を明確にして有効

活用できるようにする。

授業力向上のための校内研究を定期的に開催し

て、指導方法等の工夫改善を図る。

年３回の国語科における授業研究を実施し、外部講師を招聘して、一

貫した指導・講評を受け、指導方法の工夫改善に効果的につなげるこ

とができた。

B
　研究推進委員会を中心に組織的・計画的に授業

研究をすすめる。教員が授業を見合う研修機会を

より多く設ける。

OJT研修を定期的に開催して、教員相互が実践を紹

介し合って学び合う体制をつくる。

OJT研修を通じて互いに得意とする指導方法やICTを活用した新たな指

導方法などを紹介し合い、共に授業力を向上させていくことができ

た。

B
　個々の教員が必要とする授業技術を常に把握

し、必要とする指導方法を教員同士で共有して共

通した実践につなげる。

Ａ＝十分達成できた　Ｂ＝おおむね達成できた　Ｃ＝未達成

重点目標

○　基礎的な知識・技能を身に付け、自ら考え表現する力を育成する。

 ・　児童の学習意欲を高め、考える授業を行う。→【主体的・対話的で深い学びの実現】

 ・　全教科においてコミュニケーション力や言語感覚の育成を図る。

 ・　学習の振り返りや、反復練習の場を設定する。

 ・　「学習のきまり」「家庭学習のきまり」に基づき、どの学級でも同じ体制で学習に向かう授業規律の確立及び

　　　家庭学習の習慣付けを促進する。

評

価

指

標

今後の課題と改善策

①



令和６年度　学校評価　品川区立小山台小学校

評価項目２　人間性や社会性に関すること

最上段：成果指標 　最上段：成果指標の達成状況の説明 評

２段目以降：取組指標 　２段目以降：取組指標の達成状況の説明 価

「自分にはよさや伸びているところがあると思

う」という質問に肯定的な回答をした児童が８

０％以上

全学年アンケート調査では平均９０％が肯定的な回答であった。 A
　さらに児童の頑張りやのびている部分を認め、

結果だけではない自身のよさやのびに目を向けさ

せる。

児童同士が認め合える学級づくりを心掛け、授業

を中心に教育活動全般において活躍できる場面を

増やす。

よさやのびたところを見付け合う活動を各学級で日常的に行い、行事

等を含めた活動全般における児童の活躍を称賛し、紹介し合えた。 A
　学級集団の中で、児童同士が互いのよさやのび

ている部分を捉え、認め合える学級づくりを継続

していく。

学校だよりや保護者会等で、自己肯定感や自己有

用感を高めるポイントを示し、保護者と連携して

声掛けをする。

保護者会、学校だよりで児童の努力によるのびを認めるポイントを紹

介し、保護者と連携して声掛けをしていけるようにはたらきかけた。 B
　学校での指導姿勢を保護者に発信し、具体的な

場面を紹介しながら、協働して認め、のばしてい

く視点を示していく。

「きまりを守ることができる」という質問に肯定

的な回答をした児童が８５％以上
全学年アンケート調査では平均９０％が肯定的な回答であった。 A

　安心・安全につながる指導を今後も継続してい

く。

市民科の授業において学期に１回は規範意識等に

関する内容を取り上げる。

なぜきまりが必要性であるかを考えさせ、自分事として捉えていく授

業を実施するなどして意識化を図った。 A
　日常実践に生かされない児童がいたため、学級

や児童会活動での自主的な活動を工夫してさらに

意識化を図る。

全校朝会で生活指導部から今週のめあてを周知

し、学級で振り返る。

毎週計画に沿っためあての周知と各学級での振り返りを行った。課題

に合わせためあてを設定するようにした。 A
　今後も各学級で児童自身が振り返りを行い、

個々の自己改善につなげるきっかけとしていく。

きまりを守る大切さについて意識させる内容を取

り上げ、自治的活動の中で児童自身が話し合う場

を設ける。

児童自身が廊下歩行について考える等の活動を実施できた。しかし、

一部児童は自らの課題意識をもてる取り組みを十分に行うことはでき

ていない。

B
　きまりを守ることの意味について、集団の中で

児童同士が話し合う活動を多く行い、一人一人の

日常実践につなげていく。

Ａ＝十分達成できた　Ｂ＝おおむね達成できた　Ｃ＝未達成

重点目標

○　各教科等や行事をはじめ、日頃の学校生活の中で、共に生きるよさやよりよい生き方に気付くようにする。

 ・　学校の教育活動全体において、教職員が児童のよさや努力を認め、自己肯定感や自己有用感を高める。

 ・　各行事や授業の中で目標をもち、チームで協力して成し遂げる経験をすることで、協働のよさや仲間の大切さ

     を感じられるようにする。

 ・　挨拶、礼儀等の生活指導の重点目標を市民科単元においても関連付けて指導する。

 ・　共同生活の中できまりを守る必要性に気付くようにする。

評

価

指

標

今後の課題と改善策

①

②



令和６年度　学校評価　品川区立小山台小学校

評価項目３　体力・健康に関すること

最上段：成果指標 　最上段：成果指標の達成状況の説明 評

２段目以降：取組指標 　２段目以降：取組指標の達成状況の説明 価

「運動がすき」という質問に肯定的な回

答をした児童が８５％以上

全学年アンケート調査では平均９１％が肯定的な回答で

あった。
A

　年間の体育科授業の中で、子どもが運動に主体

的に取り組める指導を実践していく。

体育の授業で、児童がめあてをもって取

り組もうすることができるようにする。

アンケート調査（３年生以上）では平均７５％が肯定的な回答であっ

た。授業の始めに学級や個々でめあてを立てる時間を確実に設け、目

的意識をもって運動に取り組む必要がある。

B
　体育担当から、授業におけるめあてづくりに関

する指導方法を周知していく。

体育の授業や体力強化月間、小山台トライアルな

どの取り組みの中で個人のめあてをもたせ、達成

感をもてるようにする。

体育科の授業でも、カード等を利用して個人のめあてをもつ機会を設

け、児童が自分のめあてをもって運動に取り組むことができた。
A

　体育担当によるミニ研修等において、運動例や

児童への声掛けのあり方等について共有してい

く。

児童用タブレットを活用して運動プログラムの事

例を紹介し、身体を動かすきっかけにできるよう

にする。

タブレットで自分の動きを録画して視聴することや運動例を視聴する

ことを日常的に取り入れ、自身の振り返りに活用して改善していこう

とする意識をもてた。

B
　タブレットを活用してお手本の動きを見たり、

自分の動きを振り返り、改善していこうとするこ

とができる場等を意図的に設ける。

休み時間に体を動かす機会を増やすために、短

縄、長縄の運動例や遊びを紹介したり、集団遊び

の機会を設けたりする。

体育委員会がモデルとなる動きを動画で紹介するなど、体育朝会や休

み時間に運動する機会を多くする取り組みを行った。
A

　児童が休み時間等に、日常的に運動できる場を

さらに工夫する。

「食事や健康に気を付けている」という質問に肯

定的な回答した児童が９０％以上

アンケート（３年生以上対象調査）では９３％が肯定的

な回答であった。
A

　タブレット画面の長時間視聴や姿勢の悪さなど

が招く視力低下が課題であるため、家庭への協力

を依頼していく。

保健だよりを毎月発行し、感染予防、栄養や食

事、健康管理の方法を発信し意識を高める。

感染症等への注意喚起の通知を適時・適切に発行し、感染予防に関す

る留意点を伝えることで、大きな流行を防ぐことができた。 A
　継続して発行し、感染予防などに関する児童・

保護者への意識啓発を行う。

給食だよりを毎月発行し、栄養摂取や食事の方法

を啓発する。

毎月発行して、食に対する意識を向上させることができ

た。
B

　食育指導に関する内容の充実を図り、職のバラ

ンスの大切さ等について啓発する。

毎日「もりもりつうしん」を発行し、ＨＰに掲載

したり、給食時に学級で周知したりして、食材の

特徴や栄養に関する情報を発信する。

給食のある日は欠かさず発行した。栄養士から保護者に

給食レシピをHP等で紹介したり、希望児童へのレシピ配

布を行い好評であった。

A
　児童や保護者へ食育の視点を含んだ内容を発信

し、積極的に伝えながら啓発していく。

Ａ＝十分達成できた　Ｂ＝おおむね達成できた　Ｃ＝未達成

重点目標

○　自分のめあてをもち、自ら運動に取り組もうとする子どもを育てる。

 ・　体育の授業を充実させ、基礎的な体力や健康の増進を図る。

 ・　家庭・地域と連携し、様々な活動を紹介し運動の機会を多く設ける。

 ・　保健の授業をはじめ、担任と養護教諭や栄養士が連携し具体的な手だてを工夫する。
評

価

指

標

今後の課題と改善策

①

②



令和６年度　学校評価　品川区立小山台小学校

評価項目４　いじめの防止の取組に関すること

最上段：成果指標 　最上段：成果指標の達成状況の説明 評

２段目以降：取組指標 　２段目以降：取組指標の達成状況の説明 価

「いじめをなくしていかなければならない」とい

う質問に肯定的な回答をした児童が８０％以上
全学年アンケート調査では平均９６％が肯定的な回答であった。 A

　未然防止に向け、児童の意識向上や保護者の意

識啓発を図る取り組みを充実させる。日常の行動

観察を中心に、すべての教職員で実態把握に努め

る。適時にいじめ対策委員会を開催し、保護者と

連携しながらいじめ対応について協議する。

いじめ防止推進デーや人権週間等では、朝会や学

級での講話を行い、定期的な意識啓発を図る。
校長による講話や学級担任による話を行い、意識啓発を行った。 B

　いじめ防止に関する話を適時必要に応じて、具

体的な事例を示しながら行うようにする。

未然防止のために、市民科授業においていじめに

関する内容を取り上げるとともに、自治的活動の

中でもいじめ根絶の意識を高める内容を取り入れ

る。

市民科においていじめ防止に関する内容の授業を実施した。自治的活

動の中では「いじめ根絶宣言」の活動を行い、振り返り等も行いなが

ら意識を高めた。

A

　人権週間等と関連させ、年間の指導の中でいじ

め防止に向けた内容を定期的に実施していく。児

童一人一人に自分事として考えさせる機会を適時

確保していく。

早期発見のために行う各種アンケート等で確実に

実態を把握し、必要に応じて即座に早期対応を行

う。

タブレットを活用したアンケートを実施し、実施後の聞き取り等で有

効な情報を得ることができた。アンケートに頼ることなく、日々の児

童観察にも注力した。

A
　適時に実施し、「品川区いじめ防止対策推進基

本方針」等に基づき、早期発見・対応し、組織的

に解決を目指していく。

早期発見・早期対応のために１週間に１度の生活

指導夕会でいじめ・不登校の状況を全教職員で確

認する。

学校いじめ対策委員会を実施して、月一回以上開催して、保護者から

の聞き取りも含めて対応を協議し、実態把握と対応をすすめた。 A
　情報共有の中で、少しでも課題があると思われ

るケースがあった場合は、即時に委員会を開き、

早期対応していく。

いじめと疑われる事案や不登校が発生した場合

は、速やかにいじめ・不登校対策委員会を開催し

対応策を協議する。

実施して有効な情報共有と対応策を協議していくことができた。 A
　生活指導主任を中心に、情報共有後、即時に組

織対応を行えるように役割を明確化していく。

Ａ＝十分達成できた　Ｂ＝おおむね達成できた　Ｃ＝未達成

重点目標

○人権尊重の精神により、教職員全員がいじめは絶対に許さないという毅然とした態度で未然防止に取り組む。

　　いじめが発生した場合は、学校体制で指導や支援にあたる。

 ・　悪口やひやかしについては、その場で教師が指導する。いじめや暴力行為については、担任と生活指導主任

　　または学年主任の複数体制で、個別指導を行う。

 ・　児童自身がいじめは絶対に許されないことであるという認識をもつように、予防教育や自治的活動にも重点を

　　置いて指導する。また、保護者にも理解を求め、連携しながら改善に取り組む。

評

価

指

標

今後の課題と改善策

①



令和６年度　学校評価　品川区立小山台小学校 公開

評価項目５　（特色ある教育活動に関すること）

最上段：成果指標 　最上段：成果指標の達成状況の説明 評

２段目以降：取組指標 　２段目以降：取組指標の達成状況の説明 価

「日本と外国の考え方や文化の違いを理解してい

る」という質問に対して肯定的な回答をした児童

が８５％以上

アンケート（３年生以上対象調査）では平均９３％が肯定的な回答で

あった。
A

　今後も市民科や英語科の授業において国際理解

教育を推進する機会を系統的に設ける。

授業の中で、日本と外国の文化の違いやよさに気

付ける活動を組み入れる。

イングリッシュキャンプ（４年）、箏体験（５年）、能楽体験（６

年）、TOKYO GLOBAL GATEWAY（６年）等の実施において意識を

高めることができた。

A
　多様性への理解や、人権尊重教育の意味から

も、複数の機会を設定しながら国際理解教育を推

進する。

社会科や市民科等を中心に、各教科等で国際理解

につながる活動を全学年で計画的に実施する。
各学年において計画的に実施することができた。 A

　国際理解教育を系統的且つ効果的に推進できる

ように、全学年で活動を各教科の計画上に位置付

ける。

インドネシア学校等との交流において、具体的な

情報交換等を行うとともに、実際に触れ合って関

係をつくる活動を充実させる。

令和６年度はインドネシア人学校の都合もあり、顔を合わせての交流

活動は実施することができなかった。
C

　引き続き、実現可能な交流活動について計画し

ていく。

「英語が楽しい」という質問に対して肯定的な回

答をした児童が８０％以上

令和７年度の全学年アンケートでは平均８４％が肯定的な回答であっ

た。令和６年度品川区児童・生徒アンケート「英語の学習が好きであ

る。」では、８２．６％が肯定的な回答）

B
　国際理解教育の一つの取組として、児童が英語

を学ぶ意義を感じ、めあてをもてる授業づくりを

工夫していく。

タブレット等も活用しながら、児童が英語で伝え

合いたくなる相互のコミュニケーション場面を設

ける授業展開を工夫する。

対話を重視した活動を行うことがきたと同時に、タブレットを活用し

ながらコミュニケーションを行えるようにした。
B

　タブレットを活用したコミュニケーション場面

についても工夫しながら、なるべく対話場面を増

やしていく。

授業では、毎回タブレットや視聴覚機器等（電子

黒板、ＣＤ、DVD、書画カメラ、タブレット）を

用いて関心を高める。

英語指導において、視聴覚機器の有効な活用方法についても検討しな

がら、児童の関心を高めることができた。
A

　タブレットを含めた効果的なICT機器の活用方法

についてさらに工夫していく。

担任がＡＬＴ・ＪＴＥと連携して発問や指示を行

い、英語の必要性を感じる授業場面を多く設け

る。

担任とＪＴＥが連携した指導もスムーズに行うことができた。 B
　担任が、ＡＬＴやＪＴＥとのより効果的な連携

のあり方について研究していく。

Ａ＝十分達成できた　Ｂ＝おおむね達成できた　Ｃ＝未達成

重点目標

○国際理解教育を通して、将来共生社会で活躍できる人材の育成を目指す。

 ・　人権尊重の基盤となる「人の話をしっかり聞く」「相手の立場に立って考える」姿勢を指導する。

 ・  自国文化理解につながる教育活動を充実させる。

 ・　多文化に触れることで、外国の文化の違いやよさを理解し尊重する態度を培う。

 ・　児童が必要性を感じて意欲的に取り組むことができる英語教育を推進し、コミュニケーション能力を評

価

指

標

今後の課題と改善策

①

②


